
平 成 ２６ 年 度 事 業 報 告 

１．スポーツ安全保険の普及及び保険会社との団体保険契約の締結事業 

（１）補償事業 

① スポーツ安全保険の契約締結と加入受付処理 

     平成 26年度スポーツ安全保険に関する契約を、引き受け損害保険会社（９社）と平成 26年 

    4月 1日に締結した。 

また、各都道府県支部において加入依頼書に基づく保険の加入受付処理を行い、本部に

おいてはインターネットによる加入受付処理を行うとともに、幹事会社東京海上日動火災保険

（株）との保険契約に基づく処理を行った。 

 

〈平成 26年度スポーツ安全保険の加入状況〉            

区         分 平成 26年度 前年度 差引増△減 

子   ど  も 
A1 4,523,311 4,615,610 △  92,299 

AＷ 203,206 209,431 △   6,225 

 

大

人 

 

高校生以上 

A2 546,512 577,715 △  31,203 

AC 459,277 479,138 △  19,861 

C 2,674,205 2,772,169 △  97,964 

６５歳以上 B 597,193 582,743 14,450 

全  年  齢 
D 3,597 3,125 472 

短期スポーツ教室 28,166 26,885 1,281 

       合  計 （人） 9,035,467 9,266,816 △ 231,349 

団体数 (団体） 287,918 293,636 △  5,718 

（上記加入状況のうちWEBによる加入状況） 

区         分 平成 26年度 前年度 差引増△減 

子   ど  も 
A1 1,791,175 1,730,609  60,566 

AＷ 86,085 84,371  1,714 

 

大

人 

 

高校生以上 

A2 119,793 118,139  1,654 

AC 152,492 146,680 5,812 

C 942,715 916,111 26,604 

６５歳以上 B 62,772 56,535 6,237 

全  年  齢 
D 1,526 1,197     329 

短期スポーツ教室 28,166 26,885 1,281 

       合  計 （人） 3,184,724 3,080,527  104,197 

団体数 (団体） 79,608 76,793 2,815 

 

② 各都道府県支部業務の円滑化  

   本会支部業務の適正かつ円滑な運営を図るため、全国支部長会議、全国支部(事務主任者) 

会議及びブロック支部会議を開催した。 また支部業務の適正な実施を図るため、本年度は、

１０支部を対象に実地調査を行い、必要に応じて適正な業務処理の改善指導を行った。 

 

                             

 



 ③ スポーツ・文化法人責任保険の準備 

   団体の法律上の賠償責任を補償する「スポーツ・文化法人責任保険」の平成 27 年度実施に

向け、システム開発等の準備を行うとともに、平成 27年 3月 2日から平成 27年度加入の受付を

開始した。 

 ④ 制度改定の検討 

   平成 28年度実施予定のスポーツ安全保険制度改定の検討を行った。 

 

（２）普及促進 

① スポーツ安全保険の加入拡大のための広報 

   スポーツ安全保険のあらまし、しおり、解説、ポスター（スポーツ活動、文化活動の２種）、文化 

活動用ちらし、放課後子ども教室用ちらし、放課後児童クラブ用ちらし、学校支援ボランティア

用ちらし、総合型地域スポーツクラブ用ちらし、短期スポーツ教室加入区分案内ちらし（インター

ネット加入限定）、翌月一括手続き方式案内ちらし（インターネット加入限定）等を作成し、関係

機関、団体等に配布し、スポーツ安全保険の普及と加入拡大を図った。また、スポ安ねっと案内

ちらし及びスポ安ねっと利用方法案内ちらしを作成して、インターネット加入方式の普及と利用

促進を図った。 

② スポーツ安全保険の趣旨徹底 

ア 地方説明会の開催 

各都道府県支部において、市区町村関係者、団体等の指導者に対し、スポーツ安全保険

の趣旨、加入手続き、補償内容等、加入促進のための説明会を開催した。 

イ 普及促進、運営の円滑化のための諸会議の開催 

  保険の普及促進と運営の円滑化を図るため、全国支部長会議、全国支部（事務主任者）

会議及びブロック支部会議を開催した。 

  ウ 支部事務担当者資質向上のための研修会の開催 

新任者研修会及び事務担当者研修会を開催し、スポーツ安全保険の趣旨、インターネット

加入システムの取扱い方法、普及広報の実施方策等の周知を図った。 

③ ダイレクトメールによる新年度の加入促進 

新年度の加入案内（加入依頼書による加入案内又はインターネットによる加入案内）を送付

し、継続加入の促進を図った。 

④ 各都道府県支部による体育・スポーツ指導者等への普及促進 

ア 市町村広報紙、体育スポーツ団体等機関誌への広告掲載 

イ 新聞・雑誌への広告、ＴＶ・ラジオへのスポット広告、公共交通機関の車内広告 

ウ 普及広報用の各種ノベルティの作成、配布 

エ 各種団体の役員、指導者、事務担当者等への説明会の実施 

      オ 各種団体、機関等への訪問説明 

⑤ 公益財団法人日本体育協会との連携による普及促進 

 公益財団法人日本体育協会加盟の 22 競技団体へ委託費を交付し、普及促進を図った。 

また、同協会が進める総合型地域スポーツクラブ育成促進事業と連携し、全国９ブロックで開

催された「総合型地域スポーツクラブネットワークアクション」で資料を配付し、普及促進を図っ

た。 

                             



 ⑥ 各種団体等との連携による普及促進 

ア 公益財団法人日本体育協会が発行する「公認スポーツ指導者手帳」及び「スポーツリーダ

ー兼スポーツ少年団認定員養成テキスト」、公益社団法人全国スポーツ推進委員連合が発

行する「スポーツ推進委員手帳」にスポーツ安全保険の全容を掲載して、体育・スポーツ指導

者への普及促進を図った。 

イ 公益財団法人日本体育協会情報誌「Ｓｐｏｒｔｓ Ｊａｐａｎ」、公益社団法人全国スポーツ推進

委員連合機関誌「みんなのスポーツ」、公益財団法人日本レクリエーション協会機関誌

「Recrew」の他、各種競技団体及び社会教育団体等の機関誌、広報誌、新聞、大会プログ

ラム等に広告等を掲載し、スポーツ安全保険の普及を図った。 

ウ スポーツ安全協会担当体育協会連絡協議会において、スポーツ安全保険の普及振興策

の推進について協議した。 

エ 公益財団法人日本レクリエーション協会が実施する加盟団体会議や、全国レクリエーショ

ン大会において普及促進を図った。 

 

２．スポーツ等活動中の安全指導及び事故防止に係る事業 

 

（１）「ジュニアスポーツの育成と安全・安心フォーラム｣の開催事業 

公益財団法人日本体育協会日本スポーツ少年団及び日本スポーツ法学会との共催で、少年 

スポーツに関する諸問題を中心テーマとした｢平成 26年度ジュニアスポーツの育成と安全・安 

心フォーラム｣を東京都で開催した｡ 

 

（２）安全指導・事故防止に係るガイドブック等の作成配布事業 

① 「平成２５年度スポーツ安全保険の加入者及び各種事故の統計データ」の刊行・配布 

平成２５年度の加入者を基に、その加入状況及び事故の概況をまとめた「平成２５年度スポー

ツ安全保険の加入者及び各種事故の統計データ」を刊行し、広く配布した。 

② 救急ハンドブック等の増刷配布等事業 

  スポーツの現場での事故等に対して、どのように対応すべきかについて紹介した「救急ハンド

ブック」を増刷し広く配布するとともに、安全指導事故防止をテーマに「スポ安ラボ」として、ホー

ムページ上に掲載し、広く一般に広報して、事故防止の喚起に努めた。 

 

（３）少年スポーツ指導者研修会、講習会等の開催 

関係団体専門家等の協力を得て、地域スポーツ指導者、少年スポーツ指導者等を対象とした 

スポーツ活動中の安全管理の確保及び事故防止についての各種研修会、講習会の開催等の 

事業を、各都道府県支部で実施した。 

 

（４）総合型地域スポーツクラブ連携支援事業 

公益財団法人日本体育協会が推進している、総合型地域スポーツクラブ連携支援事業におけ

る「ヒューマンエラー防止研修会」及び「リスクマネジメント読本」へ助成を行った。 

 

 

                            



３．スポーツ活動等に対する普及振興事業 

 

（１）「生涯スポーツ・体力つくり全国会議 」の開催 

   生涯スポーツの振興を目的とした「生涯スポーツ・体力つくり全国会議  2015」が文部科学省 

  及び生涯スポーツ・体力つくり全国会議実行委員会の共催により岩手県で開催され、本協会は 

公益財団法人日本体育協会等とともに同実行委員会を構成した。 

 

（２）スポーツ普及奨励助成事業 

平成 24年度から毎年度「公益目的事業資金」から１千万円ずつ取崩し、「スポーツ普及奨励

助成事業」の助成規模を拡大することとし、平成 26年度は、30事業（団体）を助成した。 

また、平成 26年 10月には、平成 27年度の助成事業募集要項を本協会のホームページに掲

載し、平成 27年 1月に募集を締め切り、平成 27年 3月、スポーツ普及奨励助成事業審査委

員会において、平成 27年度の助成事業として 36事業（団体）を採択し、理事会の議を経て、ホ

ームページ上で公表した。 

 

（３）特定費用準備資金「スポーツ振興助成資金」の造成 

   本協会は、平成 32年に創立 50周年を迎える。これを記念して、平成 33年度から 10年間「ス 

ポーツ普及奨励助成事業」の規模を拡大するための原資として、平成 24年度から平成 32年度 

までに積立限度額２億円の特定費用準備資金「スポーツ振興助成資金」を造成することとし、平 

成 26年度 12,118,849円の積立を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            


